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企業アルムナイにおける退職者価値の差異とその要因 

－企業公式アルムナイの比較分析－ 

 

高橋 龍征 中央大学 企業研究所 客員研究員 

 

1. はじめに 

本研究の目的は、日本における企業アルムナイ制度を対象として、退職者価値（Post-

Separation Value: PSV、以下 PSV）の構成を類型的に整理するとともに、その差異がどのよ

うな要因と関係して生じるのかを明らかにすることである。 

近年、日本国内では、人的資本経営への関心の高まりや労働市場の流動化を背景として、

企業と退職者との継続的関係を制度化する企業アルムナイ制度の設立が増加している。従

来、退職は組織との関係の終結とみなされてきたが、近年では、退職後も継続しうる関係の

再編成として捉え直されるようになっている（Dachner & Makarius, 2022; Makarius et al., 

2025）。退職後に元従業員が元籍企業にもたらす便益は、Post-Separation Value（PSV）として

理論化されており、再雇用、知識移転、関係維持、事業機会の創出などを含む多面的な価値

として理解されている（Makarius et al., 2025）。 

しかし、既存研究においては、PSV は多面的価値として提示されてきたものの、個別企業

においてどの PSV が中心的価値として位置づけられるのかを類型的に把握する試みは限定

的である。加えて、企業の属する業界などの条件の違いが PSV の差異とどのように関係し

ているのかについては、体系的な比較研究が乏しい。企業アルムナイ制度の設計においては、

制度の目的を明確にし、それに応じた実践を意図的に選択することの重要性が指摘されて

いる（Dachner & Makarius, 2022）。したがって、企業にとってどの PSV が中心的価値となる

のか、またその差異がどのような条件と関係しているのかを明らかにすることは、制度設計

の判断基準を提示するうえで重要である。 

そこで本研究では、日本国内の企業アルムナイ制度を対象として、次の二つの課題を設定

する。第一に、個別企業において、どの PSV が中心的価値として位置づけられているのか。

第二に、その差異はどのような要因によって方向づけられるのか。本研究では、個社の PSV

は一様ではなく、企業の属する業界や事業特性といった条件と関係して異なると考える。こ

れにより、企業アルムナイ制度における PSV の差異を理解するための基礎的な枠組みを提

示する。 

 

2. 理論的背景と研究課題 

(1) Post-Separation Value（PSV）研究の展開 

組織論および人的資源管理研究において、退職は従来、人的資本の流出という負の側面か

ら理解されてきた。しかし近年では、組織境界を越えたキャリア形成の進展を背景に、退職
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は組織との関係の終結ではなく、継続的な関係性の再編成として捉え直されている（Dachner 

& Makarius, 2022; Makarius et al., 2025）。この文脈において、元従業員が退職後に元籍企業へ

もたらす便益は Post-Separation Value（PSV）として理論化されるに至った（Makarius et al., 

2025）。PSV は再雇用、知識移転、レピュテーションの維持、事業機会の創出などを含む多

面的な価値体系を指す。また、こうした価値の現実化には、企業による管理実践やアルムナ

イ・プログラムの制度設計といった組織的装置が枢要な役割を果たすことが指摘されてい

る（Dachner & Makarius, 2022; Makarius et al., 2024）。 

 

(2) ソーシャル・キャピタルとしての企業アルムナイ 

PSV の源泉は、ソーシャル・キャピタルの観点から説明することができる。ネットワーク

理論において、弱い紐帯（weak ties）は新たな情報や機会へのアクセスを媒介する役割を担

うとされる（Granovetter, 1973）。この観点からすれば、退職者は、出身企業が直接的には到

達しにくい外部情報や人的ネットワークを橋渡しする存在として位置づけられる。さらに、

退職後も出身組織への心理的つながり（legacy identification）を維持する元従業員は、組織に

対する支援的行動や助言行動を示しうることが指摘されている（Tian et al., 2022）。これらの

知見は、元従業員が関係維持、リファラル、助言といった PSV の実現に資する行動をとり

うることを示唆している。 

 

(3) 先行研究の限界 

PSV は、再雇用、知識移転、関係維持、事業機会の創出などの多面的価値として提示され

てきたが、個別企業においてどの PSV が中心的価値として位置づけられているのかを整理

した研究は限定的である。加えて、企業の属する業界などの条件の違いが、その差異とどの

ように関係しているのかについては、体系的な比較研究が乏しい。したがって、本研究では、

個別企業における PSV の差異に着目し、その類型と関連要因を検討する。 

 

(4) 研究課題 

以上の議論を踏まえ、本研究では、日本国内の企業アルムナイを対象として、次の研究課

題を設定する。 

 

第一に、個別企業において、どの PSV が中心的価値として位置づけられているのか。 

第二に、その差異はどのような要因と関係して生じるのか。 

 

本研究では、企業が公開している制度情報の内容分析を通じて、これらの課題を検討する。

これにより、企業アルムナイ制度における PSV の構成を類型的に整理するとともに、その

差異を理解するための基礎的な枠組みを提示する。 
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3. 研究方法とデータ 

(1) 研究デザイン 

本研究は、日本企業における企業公式アルムナイ制度を対象とした探索的質的研究であ

る。本研究の目的は、企業アルムナイ制度において、個別企業ごとにどの Post-Separation 

Value（PSV）が中心的価値として位置づけられているのかを整理するとともに、その差異が

どのような要因と関係しているのかを検討することにある。 

この目的に照らし、本研究では、仮説検証型の定量分析ではなく、企業が公開している制

度情報の内容分析を採用した。PSV については、再雇用、知識移転、関係維持、事業機会の

創出などの多面的価値が指摘されている一方で、個別企業においてどの価値が中心的に位

置づけられているのか、またその差異がどのような条件と関係しているのかについては、体

系的な整理が十分ではない。そのため、まず制度の全体像を把握し、企業が制度上想定して

いる価値のパターンを抽出する探索的アプローチが適切であると判断した。 

したがって、本研究は、企業アルムナイ制度における PSV の差異を概念的に整理し、そ

の関連要因を検討するための基礎的研究として位置づけられる。 

 

(2) 分析対象 

本研究では、「企業アルムナイ制度」を、退職者との継続的関係を制度化した仕組みとし

て定義し、以下の条件を満たすものを分析対象とした。 

 

・現役ビジネスパーソンを主対象としていること 

・参加資格や対象範囲が明確であること 

・メンバー間の相互コミュニケーションが可能であること 

・日本企業、または日本国内で活動が確認できる外資系企業によって運営されていること 

 

一方、以下に該当するものは対象外とした。 

 

・定年退職者主体の社友会 

・参加境界が不明確な人的ネットワーク 

・単体のカムバック採用施策 

・直近の活動が確認できないもの 

・規模が小さいもの 

 

本研究は企業にとっての PSV を分析対象とするため、企業公式アルムナイ制度に対象を

限定し、公認または非公認の有志アルムナイは分析対象から除外した。 

以上の条件に基づき、分析対象は 136 社とした。 
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なお、業界区分については、日本標準産業分類および証券コード業種分類を基礎としつつ、

そのままでは分類が細分化されすぎ、PSV の比較に適さないため、ビジネスモデルおよび

人材特性の近接性を考慮して再整理した分類を用いた。 

 

(3) データ収集 

分析に用いたデータは、各企業のアルムナイ制度に関する公開情報である。具体的には、

企業公式ウェブサイト、アルムナイ登録ページ、プレスリリース、導入事例記事、関連報道

等を参照し、制度の存在および内容を確認した。 

データ収集にあたっては、分析対象となった各制度について、公開情報を個別に収集した。

収集項目は、業界区分、企業名、制度名称、制度 URL、運営区分、開始年、参加資格、登録

手段、人数規模、主な活動内容、採用関連施策の有無、ビジネスマッチングの有無、参考記

事 URL、閲覧日等である。これらの情報は、制度の目的および活動内容を把握し、各企業

においてどの PSV が中心的価値として位置づけられているのかを読み取るための基礎デー

タとして用いた。 

収集した情報は一覧表として整理し、制度内容を横断的に比較できるようにした。 

 

(4) 分析方法 

本研究では、収集した公開情報に対して内容分析を行い、各企業のアルムナイ制度におい

て中心的に位置づけられている PSV を分類した。 

まず、制度説明、主な活動内容、採用関連施策の有無、ビジネスマッチングの有無等の記

述を比較検討し、先行研究で示されている企業 PSV の代表的価値を踏まえて、PSV を以下

の四類型に整理した。 

 

① 採用 PSV（再雇用、紹介採用、タレントプール等） 

② 経済 PSV（協業、案件創出、ビジネスマッチング等） 

③ 知識 PSV（知識共有、専門性の還流、学習機会等） 

④ 関係 PSV（交流、ネットワーク維持、帰属意識形成等） 

 

次に、各企業について、制度の主たる目的および活動内容に基づき、これら四類型のうち

いずれの PSV が中心的価値として位置づけられているかを判定した。本研究では、各制度

において最も重視されていると読み取られる PSV を「主 PSV」として付与し、これを企業

ごとの比較単位とした。 

そのうえで、主 PSV の分布を業界ごとに比較することにより、個別企業における PSV の

差異と業界区分との関係を分析した。また、制度の目的や活動内容の違いを確認することで、

主 PSV と制度的特徴との対応について補助的に検討した。 

本研究の分析は、企業アルムナイ制度において中心的に志向される PSV を整理し、その



5 
 

差異を比較することに主眼を置く。 

 

(5) 本研究の位置づけと限界 

本研究は、企業アルムナイ制度において中心的に位置づけられている PSV を整理し、そ

の差異と関連要因を検討することを目的とした探索的研究である。企業が公開情報におい

て制度上想定している価値に着目し、個別企業における主 PSV を比較することで、企業ア

ルムナイ制度に関する価値構造を概念的に整理する基礎的研究として位置づけられる。 

もっとも、本研究には以下の限界がある。 

 

・ 公開情報に基づく分析であり、制度の実際の運用や成果を直接検証したものではない 

・ 主 PSV の判定は制度説明や活動内容の解釈に依拠している 

・ 業界区分は研究の関心に即して再整理したものであり、一定の任意性を含む 

・ 探索的分析であり、PSV の差異と要因との因果関係を統計的に検証するものではない 

 

以上を踏まえ、本研究は、企業アルムナイ制度における PSV の差異と関連要因を考察す

るための出発点として位置づけられる。 

 

4．分析結果 

(1) PSV の類型化 

分析の結果、企業アルムナイ制度において中心的に位置づけられている PSV は、採用、

経済、知識、関係の四類型に整理された。企業アルムナイ制度は一様な価値を志向している

のではなく、企業ごとに異なる価値を中心に据えて構想されていることがうかがえた。 

分析対象 136 社について主 PSV を判定した結果、最も多く確認されたのは採用 PSV であ

り、次いで関係 PSV、経済 PSV、知識 PSV の順であった。全体として、企業アルムナイ制

度は、退職者との関係維持そのものを目的とする場合もあるが、多くの企業においては再雇

用や紹介採用等の採用価値を中心に位置づける傾向がみられた。 

 

・ 採用 PSV に分類された制度では、再雇用、紹介採用、タレントプール形成等に関する記

述が中心で、退職者を将来的な人材資源として再接続する意図が明確に示されていた。 

・ 経済 PSV に分類された制度では、協業、案件創出、ビジネスマッチング等の記述が確認

され、退職者との関係を事業機会の創出に結びつける傾向がみられた。 

・ 知識 PSV に分類された制度では、知識共有、学習機会の提供、外部で獲得した専門知の

還流に関する記述が中心であった。 

・ 関係 PSV に分類された制度では、交流、ネットワーク維持、帰属意識形成などが主な目

的として掲げられていた。 
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以上の結果から、PSV は企業アルムナイ制度において、企業ごとに異なる中心的価値と

して具体化されていることが確認された。 

 

(2) 業界特性と PSV 構成の差異 

次に、主 PSV の分布を業界ごとに比較した結果、PSV の差異には一定の業界差が確認さ

れた。製造業および金融業では、採用 PSV が中心的価値として位置づけられる事例が相対

的に多くみられた。一方、コンサルティング業界では、採用 PSV に加えて経済 PSV や知識

PSV も確認され、価値の分布は比較的分散していた。IT 業界でも、採用 PSV が相対的に多

いものの、経済 PSV や関係 PSV が併存していた。 

以上の結果は、個別企業において中心的価値として位置づけられる PSV が一様ではなく、

企業の属する業界とのあいだに一定の対応関係がみられることを示している。ただし、本研

究で確認されたのは主 PSV の分布と業界区分との対応関係であり、その背景にある要因や

因果関係を直接に検証したものではない。 

 

【表 1 を挿入】 

 

5. 考察 

(1) PSV の差異と業界との関係 

本研究の分析結果は、企業アルムナイ制度において中心的に位置づけられる PSV が一様

ではなく、その差異が業界とのあいだに一定の対応関係をもつことを示している。これは、

業界が企業を取り巻く外部環境の一側面として、PSV の差異に関わる有力な要因である可

能性を示唆する。 

製造業および金融業では、採用 PSV が中心的価値として位置づけられる事例が相対的に

多く確認された。このことは、これらの業界では企業固有の知識や技能を有する人材の再獲

得が重要な課題となりやすく、退職者との関係が再雇用や紹介採用の文脈で位置づけられ

ている可能性を示唆している。 

これに対して、コンサルティング業界では、採用 PSV に加えて経済 PSV や知識 PSV も

一定数確認され、価値の分布は比較的分散していた。また、IT 業界でも採用 PSV が相対的

に多いものの、経済 PSV や関係 PSV が併存していた。これらの結果は、業界によって、退

職者との関係に期待される価値のあり方が異なる可能性を示している。 

以上より、個別企業において中心的価値として位置づけられる PSV は一様ではなく、そ

の差異は企業の属する業界と一定の関係を有していると考えられる。ただし、本研究で確認

されたのは主 PSV の分布と業界区分との対応関係であり、PSV の差異を方向づける要因が

業界のみに還元されることを意味するものではない。 

 

(2) 理論的含意 
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本研究の理論的意義は、第一に、PSV を単なる多面的概念として示すにとどまらず、個別

企業においてどの価値が中心的に位置づけられているのかという観点から整理した点にあ

る。先行研究は、再雇用、知識移転、関係維持、事業機会の創出など、PSV の多面的性格を

指摘してきたが、企業レベルでどの価値が中心となるのかを比較的に捉える試みは限定的

であった。本研究は、その点に対して、主 PSV という視点から企業間の差異を把握する枠

組みを提示した。 

第二に、本研究は、PSV の差異を企業内部の意思決定のみに還元するのではなく、業界と

いう外部環境の一側面との関係から捉える視点を提示した点に意義がある。これは、企業ア

ルムナイ研究に対して、外部環境や事業特性との対応関係を視野に入れた比較的観点を導

入するものである。 

もっとも、本研究が示したのは、主 PSV の分布と業界区分との対応関係であり、その因

果関係を直接に検証したものではない。したがって、本研究の理論的含意は、PSV の差異を

理解するための初期的な比較枠組みを提示した点にある。 

 

(3) 実務的含意 

実務的には、企業アルムナイ制度の設計にあたっては、自社にとってどの PSV を中心に

位置づけるのかを明確にすることが重要である。また、その判断にあたっては、一般的な成

功モデルを一律に適用するのではなく、自社の業界や事業特性を踏まえる必要があること

が示唆される。さらに、企業アルムナイ制度を採用施策として活用するのか、協業や知識還

流の基盤として位置づけるのかによって、求められる活動内容や運営のあり方は異なると

考えられる（Dachner & Makarius, 2022）。したがって、制度設計においては、期待する価値

と制度の目的・活動内容との対応関係を意識する必要があることが示唆される。 

 

(4) 限界と今後の研究課題 

本研究の限界は、3 章で示したとおり、公開情報に基づく探索的分析であり、制度の実際

の運用や成果、ならびに PSV の差異と関連要因との因果関係を直接に検証していない点に

ある。これを踏まえ、今後の研究課題は主に二つある。第一に、インタビューや事例研究を

通じて、制度運用と価値創出との関係をより詳細に検討する必要がある。第二に、制度の目

的や活動内容と主 PSV との対応にとどまらず、制度設計がどのような条件のもとで特定の

価値創出に結びつくのかを、時間的プロセスも含めて検討する必要がある。 

 

6. 結論 

本研究は、日本における企業アルムナイ制度を対象として、退職者価値（PSV）の差異を

整理し、その関連要因を検討した。公開情報の内容分析の結果、企業アルムナイ制度におい

て中心的に位置づけられる PSV は、採用、経済、知識、関係の四類型に整理された。また、

個別企業において中心的価値として位置づけられる PSV は一様ではなく、業界とのあいだ
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に一定の対応関係がみられることが確認された。 

これらの結果は、PSV が抽象的・一般的な価値概念にとどまるのではなく、企業ごとに異

なる中心的価値として具体化されていることを示している。とりわけ、企業アルムナイ制度

における価値のあり方は、企業内部の意思決定だけでなく、業界という外部環境の一側面と

も関係している可能性が示唆された。 

本研究の意義は、第一に、企業アルムナイ制度において中心的に位置づけられる PSV を

類型的に整理した点にある。第二に、その差異を業界との関係から捉える視点を提示した点

にある。これにより、企業アルムナイ制度に関する価値構造を理解するための基礎的な枠組

みを提示した。 

もっとも、本研究は公開情報に基づく探索的分析であり、制度の実際の運用や成果を直接

に検証したものではない。したがって、本研究の結論は、企業アルムナイ制度における PSV

の差異とその関連要因を考察するための出発点として位置づけられる。今後は、事例研究や

インタビュー調査、定量的検証を通じて、制度運用、外部環境、価値創出の関係をより精緻

に明らかにしていくことが求められる。 

 

表 1：企業アルムナイ制度における PSV の業界別分布 

業界 採用 PSV 経済 PSV 知識 PSV 関係 PSV 合計 

製造業 21 社（マツダ/川崎重工

業/三菱重工業/クボタ/荏

原製作所/三菱電機/クラ

レ/ライオン/三井化学/エ

ーザイ/マルホ/マイクロ

ンメモリジャパン

/DOWA ホールディング

ス/古河電気工業/SWCC/

東レ/日本ガイシ/日本製

鉄/日清食品 HD/キユー

ピー/日清製粉 G） 

3 社（IHI/横河電機/中

外製薬） 

2 社（パナソニック

HD/グラクソ・スミス

クライン） 

6 社（トヨタ自動車/本

田技研工業/日立製作所/

三菱マテリアル/味の素/

サントリーHD） 

32 

金融業 18 社（三井住友銀行/み

ずほ FG/SBI 新生銀行/日

本銀行/北洋銀行/紀陽銀

行/筑波銀行/千葉銀行/横

浜銀行/ゴールドマン・

サックス証券/シティグ

ループ証券/野村 HD/岡

三証券 G/SOMPOHD/三

2 社（三菱 UFJ 銀行/

三菱 UFJ 信託銀行） 

1 社（バークレイズ証

券） 

6 社（UBS 証券/SMBC

日興証券/りそな HD/日

本政策金融公庫/八十二

銀行/静岡銀行） 

27 
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井住友海上/日本生命/東

京海上日動/あいおいニ

ッセイ同和） 

IT 12 社（MIXI/DeNA/楽天

G/日本オラクル/中電

CTI/日本総研/NEC 通信

システム/NTT データ

/AKKODiS/富士通/ブレ

インパッド/ベルシステ

ム 24） 

5 社（日本マイクロソ

フト/フューチャー

/NEC ソリューション

イノベータ/日立シス

テムズ/テクノプロ） 

0 社 5 社（マネーフォワー

ド/サイボウズ

/TIS/SCSK/ニッセイ情

報テクノロジー） 

22 

コンサル

ティング 

4 社（アクセンチュア/デ

ロイトトーマツ G/A.T.カ

ーニー/ドリームインキ

ュベータ） 

4 社（PwC 

Japan/KPMG コンサル/

アビーム/KPMG 税理

士法人） 

2 社（マッキンゼー

/BCG） 

3 社（EY ストラテジー

/シグマクシス/リヴァン

プ） 

13 

インフラ 7 社（日本電信電話

/KDDI/NTT ドコモ/東北

電力/日本航空/日本郵政/

日鉄物流） 

1 社（関西電力） 0 社 2 社（九州電力/全日本

空輸） 

10 

建設・エ

ンジニア

リング 

6 社（積水ハウス/清水建

設/戸田建設/東洋エンジ

ニアリング/エクシオ G/

三機工業） 

0 社 2 社（日揮 HD/日建設

計） 

0 社 

8 

総合商社 0 社 2 社（住友商事/丸紅） 0 社 1 社（双日） 3 

人材サー

ビス 

2 社（リクルート/パーソ

ルキャリア） 

2 社（マイナビ/ジェイ

エイシー/レジェン

ダ） 

0 社 0 社 

4 

不動産・

小売等 

5 社（大英産業/東急不動

産/中部薬品/ニトリ/イオ

ンモール） 

0 社 0 社 6 社（コスモスイニシ

ア/総合メディカル/JTB/

マルハン/明光ネットワ

ークジャパン/臨海） 11 

公共 0 社 0 社 0 社 1 団体（宮城県） 1 

合計 76 22 7 31 136 
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Abstract: This study examines how Post-Separation Value (PSV) is articulated in corporate alumni 

programs and how its configuration differs across firms. Drawing on the PSV literature, it conducts 

an exploratory content analysis of publicly available information on formal corporate alumni programs 

operating in Japan. 

 

The analysis identifies four PSV categories: recruitment, economic, knowledge, and relational value. 

It further shows that the PSV emphasized by a given program is not uniform across firms. Recruitment 

value appears most frequently overall, while the distribution of PSV varies across industry groupings. 

In particular, manufacturing and financial firms tend to emphasize recruitment value, whereas 

consulting and IT-related firms show more varied configurations. 

 

These findings suggest that PSV should be understood not only as a multi-dimensional concept, but 

also as a firm-level value orientation that differs across organizational contexts. The study thus extends 

prior research by shifting attention from PSV as a general theoretical construct to the question of which 

value becomes central in particular corporate alumni programs. 

 

Although exploratory and based on publicly available secondary data, this study provides an initial 

framework for comparing PSV across corporate alumni programs and for examining how differences 

in PSV relate to industry and business context. 

 

Keywords: corporate alumni; post-separation value; industry variation; social capital; 

corporate alumni programs; exploratory study 


